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高知県共聴施設整備等事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和43年高知県規則第７号。以下「規則」という。）

第24条の規定に基づき、高知県共聴施設整備等事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助目的） 

第２条 県は、地理的又は地形的な条件により家庭のアンテナでは高知県をエリアとする地上波テ

レビジョン放送（以下「地上デジタル放送」という。）を良好に受信することができない地域（以

下「難視聴地域」という。）において、地上デジタル放送を共同で受信するための施設（以下「共

聴施設」という。）の整備若しくは改修を市町村（以下「補助事業者」という。）が行う場合又

は住民の自治組織（以下「間接補助事業者」という。）が行う共聴施設の整備若しくは改修を市

町村が補助する場合に、その経費の一部を予算の範囲内で補助する。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、難視聴地域において、地上デジタル放送を受信するための次に掲げる事業

とする。 

（１）有線共聴施設整備事業 

 共聴施設のうち、受信アンテナから各利用世帯までの伝送路がすべて有線で構成された共聴施

設（以下「有線共聴施設」という。）を整備し又は改修する事業であって、次のいずれかに該当

する事業 

ア 老朽化に伴う更新を行う事業 

イ 既存の共聴施設のない地域で、難視聴地域であるために有線共聴施設の新設を行う事業 

（２）無線共聴施設整備事業 

共聴施設のうち、各利用世帯までの引込線に当たる部分を無線によって伝送する施設（以下「無

線共聴施設」という。）を整備し又は改修する事業であって、次のいずれかに該当する事業 

ア 老朽化に伴う既存の有線共聴施設の更新にあたり、無線共聴施設を新たに整備する事業 

イ 既存の共聴施設のない地域で、難視聴地域であるために無線共聴施設の新設を行う事業 

２ 前項第１号及び第２号に掲げる事業は、併せて実施することができる。 

３ 第１項第１号イ及び第２号イに掲げる事業は、整備しようとする共聴施設の受益戸数が５戸以

上であることを要件とする。 

４ 第１項各号に掲げる事業で整備した施設及び設備は、原則として再度補助対象事業とはしない

ものとする。 

 

（補助対象経費及び補助率等） 

第４条 補助対象経費及び補助率等は、別表第１に定めるとおりとし、補助額に1,000円未満の端数

を生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（補助金交付申請書） 

第５条 規則第３条第１項の補助金等交付申請書の様式は、別記第１号様式によるものとし、別記

第１号様式の２による補助金所要額調を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の決定） 

第６条 知事は、前条の規定により提出を受けた補助金交付申請書を審査し、適当であると認めた



2 

ときは、補助金の交付を決定し、当該申請者に通知するものとする。 

 

（補助金申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付の決定通知を受けた補助事業者が、規則第７条第１項の規定に基づき申請を

取り下げようとするときは、補助金の交付の決定通知があった日から10日以内に別記第２号様式

による補助金交付申請取下書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助の条件） 

第８条 補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、次に掲げる場

合を除き、別記第３号様式による補助事業変更承認申請書及び別記第３号様式の２による補助金

所要額調（変更交付申請分）を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

（１）交付決定額に対して補助金所要額が減額となり、その額が交付決定額の20パーセント以内で

ある場合 

（２）付表に掲げる経費区分相互間における増減であって、それぞれの配分額のいずれか低い額の

20パーセント以内の軽微な変更の場合 

２  補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、事前に別記第４号様式によ

る補助事業中止（廃止）承認申請書を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

３  補助事業者は、補助事業を予定の期間内に完了することができない場合で、当該期間の延長が

翌年度に渡るときは、あらかじめ別記第５号様式による補助事業実施期間延長承認申請書を知事

に提出して、その承認を受けなければならない。 

４ 補助事業の実施に当たっては、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認められるものを間接

補助事業者としない等の暴力団の排除に係る県の取扱いに準じて行わなければならない。 

５ 補助事業の実施に当たっては、別表第２に掲げるいずれかに該当すると認められるものを契約

の相手方としない等の暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わなければならない。 

６ 補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者が県税の滞納がないことを証

明させなければならない。 

７ 補助事業者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に対し第５条及び前項の条件

を付さなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業の完了の日から30日を経過した日又は当該年度の３月31日のいず

れか早い日までに、別記第６号様式による補助事業実績報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業が年度内に完了しない場合は、別記第７号様式による補助事業年度終了実績報告書を

知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の経理） 

第10条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を作成し、当

該帳簿書類及び当該収入及び支出に関する証拠書類を補助事業が完了した日の属する会計年度

の終了後５年間保存しておかなければならない。 

 

（財産処分の制限等） 

第11条 補助事業者は、補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下この条におい

て「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価50万円以上であって、減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数を経過していないものを、

第２条に規定する補助目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようと

するときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
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２ 前項の規定により知事の承認を受けて補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があ

ると認める場合は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

３ 補助事業者は、取得財産等については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をも

って管理するとともに、第２条に規定する補助目的に従ってその効率的な運営を図らなければな

らない。 

 

（補助金の返還等） 

第12条 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定を取り消し、

補助事業の当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、当該補助金の全部

又は一部を返還させるものとする。 

（１）事業が完成しないとき又は事業の施行方法が不適当であると認められるとき。 

（２）補助事業者がこの要綱の規定に違反したとき。 

（３）補助事業者（又は間接補助事業者）が別表第２に掲げるいずれかに該当すると認めたとき。 

 

（情報の開示） 

第 13 条 補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に

基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原

則として開示するものとする。 

 

（グリーン購入） 

第14条 補助事業者は、補助事業の実施において物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グ

リーン購入基本方針」に基づき環境物品等の調達に努めるものとする。 

 

（附則） 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

 

（附則） 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 
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別表第１（第４条、第８条関係） 

 

事業の種別 補助対象経費 
事業実施

主体 
補助先 

補助率

等 

有線共聴

施設整備

事業 

 

老朽化更新 

受益者実負担額と受益者負担基

準額（28,000円に有線受益戸数を乗

じて得た額とする。）を比較してい

ずれか高い方の金額を付表の経費

の総額から差し引いた額 

市町村 

又は 

住民の 

自治組織 

市町村 

２分の

１以内 

 

難視聴対策による

新設 

受益者実負担額と受益者負担基

準額（35,000円に有線受益戸数を乗

じて得た額とする。）を比較してい

ずれか高い方の金額を付表の経費

の総額から差し引いた額 

無線共聴

施設整備

事業 

有線共聴の老朽

化更新及び難視聴

対策による新設 

受益者負担額のある場合は、付表の

経費の総額から受益者実負担額を

差し引いた額 
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別表第２（第８条、第１２条関係） 

１ 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下「暴排条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（暴排条例第２条第３号

に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。 

２ 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。 

３ その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧

問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以

外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。以下同じ。）

が暴力団員等であるとき。 

４ 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。 

５ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。 

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他

財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力

し、又は関与したとき。 

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる者

であることを知りながら、これを利用したとき。 

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第三者

に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。 

10 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 
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付表 

 

事業の 

種別 
経費区分 内           容 

有線共聴 

施設整備 

事業 

(１)施設・設

備費 

ア テレビジョン放送の再放送に必要な次に掲げる施設、設備等の設置

に要する経費 

  (ア)  受信アンテナ施設 

 (イ) ヘッドエンド装置 

 (ウ) 光電変換装置 

(エ) 線路設備（中継装置及び分岐装置を含む。） 

イ アに掲げるもののほか、附帯施設の設置に要する経費 

ウ 附帯工事費（アの設置に伴う旧施設及び設備の撤去を含む。） 

(２)用地取

得費・道路費 

ア （１）の施設及び設備を設置するために必要な用地及び道路の整備

に要する経費（土地造成費を含む。） 

イ 附帯工事費 

無線共聴施

設整備事業 

(１)施設・設

備費 

ア テレビジョン放送の再放送に必要な次に掲げる施設、設備等の設置

に要する経費 

(ア) 受電設備（電力引込み送電線を含む。） 

(イ) 送受信アンテナ 

(ウ) 送受信機 

(エ) ケーブル 

(オ) 中継増幅装置 

(カ) 電源設備（予備電源設備を含む。） 

(キ) 監視・制御装置 

(ク) ギャップフィラー装置 

イ アに掲げるもののほか、附帯施設の設置に要する経費 

ウ 附帯工事費 

(２)用地取

得費・道路費 

ア （１）の施設及び設備を設置するために必要な用地及び道路の整備

に要する経費（土地造成費を含む。） 

イ 附帯工事費 
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別記 

第１号様式（第５条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                   市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助金交付申請書 

 

 高知県補助金等交付規則第３条第１項及び高知県共聴施設整備等事業費補助金交付要綱第５条の

規定により、平成   年度高知県共聴施設整備等事業費補助金の交付を関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

１ 補助事業の目的及び内容 

（１）目的 

 

 

 

 

 

（２）内容 

（注） 

１ 「自主共聴」、「市町村共聴」又は「ＮＨＫ共聴」の別を記入してください。 

２ 「ＮＨＫ難視」又は「民放のみ難視」の別を記入してください。 

３ 「有線共聴（更新）」、「有線共聴（難視聴対策）」、「無線共聴（難視聴対策）」又は

「無線・有線共聴」のいずれかを記入してください。 

 

２ 補助金交付申請額           金          円 

 

 

 

 

 

 

共聴組合名 共聴種別 難視種別 事業種別 
共聴施設数 

又は受益戸数 

 （注１） （注２） （注３） 
（注４） 

（うち  戸） 
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３ 平成  年度収支予算書（又は予算書案） 

 

    収入の部          （単位：千円）           支出の部          （単位：千円） 

                                 

   

 

   

 

区  分  予 算 額   区  分 予 算 額  

県補助金  

  市町村費  

計  

 

 

   予算議決（又は予算議決予定） 平成  年  月  日 

 

 

  この写しは、原本と相違ないことを証明します。 

  （又は予算議決を確約します。） 

 

 

                                           市町村長 印 

 

 

 

 

４ 添付資料 

（１）市町村の当該補助事業に関する補助要綱（市町村が住民の自治組織に補助する場合のみ） 

（２）ＮＨＫ難視の状況の証明（自主共聴が無線共聴に申請する場合のみ） 

（３）事業実施計画書（別記第１号様式別紙１） 

  事業主体が住民の自治組織である場合は、住民の自治組織から市町村へ提出されたものの

写し 

（４）経費見積総括表（別記第１号様式別紙２） 

施設整備事業の場合は、別紙２を使用してください。 

（５）工事施工事業者等の見積書の写し 

 



 

9 

第１号様式の２（第５条関係） 

補  助  金  所  要  額  調 

（１）有線共聴施設整備事業  
 

更新   （単位：円） 

経費区分  

総事業費  

(Ｂ＋Ｃ ) 

Ａ  

県補助対象事業  

 

Ｂ  

自主事業費  

 

Ｃ  

受益者  

負担基準額  

Ｄ  

受益者  

実負担額  

Ｅ  

Ｄ又はＥの  

いずれか  

高い方の額  

Ｆ  

県補助対象経費  

（Ｂ－Ｆ）  

Ｇ  

県補助金額  

(Ｇ /２ ) 

Ｈ  

金額          

 

難視聴対策の新設  （単位：円） 

経費区分  

総事業費  

(Ｂ＋Ｃ ) 

Ａ  

県補助対象事業  

 

Ｂ  

自主事業費  

 

Ｃ  

受益者  

負担基準額  

Ｄ  

受益者  

実負担額  

Ｅ  

Ｄ又はＥの  

いずれか  

高い方の額  

Ｆ  

県補助対象経費  

（Ｂ－Ｆ）  

Ｇ  

県補助金額  

(Ｇ /２ ) 

Ｈ  

 金額          

 

（２）無線共聴施設整備事業                                            （単位：円） 

経費区分  
総事業費  

Ａ  

受益者負担基準額  

Ｂ  

受益者実負担額  

Ｃ  

Ｂ又はＣのいずれか

高い方の額Ｄ  

県補助対象経費  

(Ａ－Ｄ )Ｅ  

県補助金額  

(Ｅ /２ )Ｇ  

 金額        

 

(注 )１  いずれか該当する事業について記入してください。  

２  整備事業で、複数箇所申請する場合は、施設ごとに記入してください。  

３  「自主事業」とは、県の補助対象とならない事業の費用のことをいいます。  
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別紙１ 

事 業 実 施 計 画 書 

 

                                                           事業主体名 

                                                           代表者氏名             ㊞ 

 

１ 施設所有者及び管理者 

（１）所有者名 

（２）管理者名 

 

２ 設置場所 

（１）受信点施設    ○○郡（市）○○町（村）○○丁目○○番地 

 （２）幹線          ○○郡（市）○○町（村）○○地区 

 

３ 受信点施設建設用地 

（１）敷地面積                ○○．○㎡ 

（２）敷地の所有関係 

        □所有地  □購入  □借地 

 ア所有者 

 イ借地料、借地期間等 

（３）取付道路の必要の有無     

          有    無 

（４）開発規制の状況 

ア 地  目 

イ 開発規制指定解除の必要性の有無 

            有    無 

 

４ 施設の内容 

（１）施設の規模   

幹線の延長 中継増幅器 受益戸数 
 

内有線受益戸数 

              ｍ               台   

 

（２）受信点施設 

ア 建物の構造等      ○○造  

イ 建築面積                ○○．○㎡ 

ウ 延べ床面積              ○○．○㎡ 

エ 鉄塔の構造等            ○○型 高さ○○ｍ 

 

５ 実施計画 

（１）用地取得（予定）年月日    （購入の場合のみ記入してください。） 

  （２）着工（予定）年月日 

  （３）完了（予定）年月日 
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６ 利用見込み 

再放送するテレビ放送局名 
左のうち、家庭用アンテナでは、 

良好に受信できないテレビ放送局名 
受益戸数 

 

内有線受益戸数 

    

 

 

７ 資金計画（市町村が事業主体の場合のみ作成してください。） 

                                                                           （単位：千円） 

収   入 支   出 

補助金等  

施設・設備費  

事業主体の負担額  

 

財 源 内 訳 

用地取得費・道路費  一 般 財 源 （           ） 

過疎債（辺地債）  

合   計    

 

     

８ 添付図面等 

（１）線路図 

  （２）ブロックダイアグラム 

（３）受信点施設の概要図（施設付近の見取図及び施設の構造図の概略） 

（４）無線共聴の場合は、導入理由を示すもの（有線共聴との見積比較資料等）及びギャップフ

ィラー装置の概要図（施設付近の見取図及び施設の構造図の概略） 

（５）（１）から（４）までを添付することができない場合は、受益戸数及びそれらの位置の分

かる図面（住宅地図等） 
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別紙２ 経費見積（支出）総括表                                   （単位：円） 

項   目     見 積 額    摘   要 

１ 施設・設備費 

 (1)受信点施設費 

    ア 機材費 

    イ 工事費 

 (2)伝送施設費 

    ア 機材費 

    イ 工事費 

 (3)引込み施設費 

    ア 機材費 

    イ 工事費 

 (4)送信施設費 

  ア  機材費 

  イ 工事費 

 (5)その他 

  ア 調査設計費 

    イ 輸送費 

    ウ 諸経費 

 (6)附帯工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（Ａ）小    計   

２ 用地取得費・道路費 

 (1)用地取得費・道路費 

    ア 取得費 

イ 測量費 

    ウ 整備費 

 (2)附帯工事費 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｂ）小     計   

（Ｃ）消 費 税   

総事業費 (Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

   

  （注） 

１ 付表に掲げる経費を記入してください。 

２ 項目の区分については、適宜必要に応じて変更してください。 

３ 金額については、円単位まで記入してください。 

４ 項目と工事施工業者等の見積書とを対比することができるよう摘要欄に見積書名を記入す

るとともに、該当部分が見積書の一部となる場合は、見積書の枝番等を記入してください。 
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第２号様式（第７条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                   市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助金交付申請取下書                         

 

平成 年 月 日付け     第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年度

高知県共聴施設整備等事業費補助金については、交付の決定又は交付の決定に付された条件のうち、

下記の事項について不服がありますので、交付申請を取り下げます。 

 

記 

 

不服のある交付の決定内容又は 

交付の決定に付された条件 
理   由 
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第３号様式（第８条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                   市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助事業変更承認申請書 

 

平成 年 月 日付け     第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年

度高知県共聴施設整備等事業費補助事業の一部を変更したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更事項及びその内容 

                                                                            （単位：円） 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

内 

容 
   

総

事

業 

費 

 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

合  計   

県補助金所要額   

 

２ 変更を必要とする理由 

 

 

３ 変更が補助事業に及ぼす影響 
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４ 平成 年度収支予算書（又は予算書案） 

 

    収入の部          （単位：千円）           支出の部          （単位：千円） 

                                 

   

 

   

 

区  分  予 算 額   区  分 予 算 額  

県補助金  

  市町村費  

計  

 

 

   予算議決（又は予算議決予定） 平成 年 月 日 

 

 

  この写しは、原本と相違ないことを証明します。 

  （又は予算議決を確約します。） 

 

 

                                                       市町村長 印 

 

 

 

 

５ 添付資料 

  （１）事業実施計画書（別記第１号様式別紙１） 

ア 事業主体が住民の自治組織である場合は、住民の自治組織から市町村へ提出されたもの

の写し 

イ 施設整備事業の場合にあっては別紙１を使用してください。 

  （２）経費見積総括表（別記第１号様式別紙２） 

施設整備事業の場合にあっては別紙２を使用してください。 

 （３）工事施工事業者等の見積書の写し 

 （４）既に提出した資料のうち、内容に変更があったもの 

 



 

16 

第３号様式の２（第８条関係） 

補  助  金  所  要  額  調（変 更 交 付 申 請 分） 

（１）有線共聴施設整備事業  
 
更新   （単位：円） 

経費区分  

総事業費  

(Ｂ＋Ｃ ) 

Ａ  

県補助対象事業  

 

Ｂ  

自主事業費  

 

Ｃ  

受益者  

負担基準額  

Ｄ  

受益者  

実負担額  

Ｅ  

Ｄ又はＥの  

いずれか  

高い方の額  

Ｆ  

県補助対象経費  

（Ｂ－Ｆ）  

Ｇ  

県補助金額  

(Ｇ /２ ) 

Ｈ  

金額          

 
難視聴対策の新設  （単位：円） 

経費区分  

総事業費  

(Ｂ＋Ｃ ) 

Ａ  

県補助対象事業  

 

Ｂ  

自主事業費  

 

Ｃ  

受益者  

負担基準額  

Ｄ  

受益者  

実負担額  

Ｅ  

Ｄ又はＥの  

いずれか  

高い方の額  

Ｆ  

県補助対象経費  

（Ｂ－Ｆ）  

Ｇ  

県補助金額  

(Ｇ /２ ) 

Ｈ  

 金額          

 

（２）無線共聴施設整備事業                                            （単位：円） 

経費区分  
総事業費  

Ａ  

受益者負担基準額  

Ｂ  

受益者実負担額  

Ｃ  

Ｂ又はＣのいずれか

高い方の額Ｄ  

県補助対象経費  

(Ａ－Ｄ )Ｅ  

県補助金額  

(Ｅ /２ )Ｇ  

 金額        

 
 (注 )１  いずれか該当する事業について記入してください。  

２  整備事業で、複数箇所申請する場合は、施設ごとに記入してください。  

３  金額は２段書きとし、変更前を（     ）書きで記入してください。 

４  「自主事業」とは、県の補助対象とならない事業の費用のことをいいます。
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第４号様式（第８条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                   市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助事業中止（廃止）承認申請書 

 

 平成 年 月 日付け          第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年度

高知県共聴施設整備等事業費補助事業を中止（廃止）したいので、下記のとおり申請します。 

 

 記 

 

１ 事業を中止（廃止）する理由 

 

 

 

２ 経費の支出額内訳 

                                                                           （単位：円） 

経 費 区 分 既施工部分額 未施工部分額 合 計 

施設・設備費    

用地取得費・道路費    

合  計    

 

３ 事業再開の見通し（中止の場合のみ） 

（１）中止期間     平成 年 月 日  から  平成 年 月 日 まで 

（２）完了予定日   平成 年 月 日 
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第５号様式（第８条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                   市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助事業実施期間延長承認申請書 

 

平成 年 月 日付け     第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年度

高知県共聴施設整備等事業費補助金に係る補助事業について、年度内に完了することができなくな

りましたので、下記のとおり事業実施期間の延長を申請します。 

 

記 

 

１ 事業の内容 

事業主体名 

代表者氏名 

 

 

施設の設置場所  

工事施行業者名  

着  工  日  

 

２ 年度末の出来高（見込み） 

             ％ 

 

３ 延長後の実施期間 

   完了（予定）年月日    平成  年  月  日 

 

４ 延長理由 

 

 

 

 

５ 添付資料 

   変更前及び変更後の工程表
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第６号様式（第９条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

                                   市町村長          印   

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助事業実績報告書 

 

平成 年 月 日付け     第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年度

高知県共聴施設整備等事業費補助金に係る補助事業を下記のとおり実施しましたので、その実績を

報告します。 

 

記 

１ 補助事業の実施状況 

                                      （単位：円） 

区   分                 補助金交付額  概算払金額（累計） 補助金交付実績額 

補助対象経費    

市町村負担額    

県補助額    

 

２ 難視聴対策事業の実施状況 

事業主体名 

代表者氏名 

 

 

施設の設置場所  

工事施行業者名  

着  工  日  

完  了  日  

(市町村が補助する場合) 

市町村検査確定日 
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３ 施設の利用見込み 

再放送するテレビ放送局名 
左のうち、家庭用アンテナでは、 

良好に受信できないテレビ放送局名 
受益戸数 

 

内有線受益戸数 

    

 

４ 難視聴対策事業費収支総括表 

                                       （単位：円） 

収    入 

 
交付決定年月日 

交 付 決 定 額 
収入予定額 

県補助額   

 予  算  額 実  績  額 

市町村負担額 

（県補助額を除く。） 
  

 

財 源 内 訳 

 

財 源 内 訳 

一 般 財 源 
 

 
 

過疎債（辺地債）   

合   計   

 

支         出 

経  費  区  分 計  画  額 実  績  額 

施 設 ・ 設 備 費   

用地取得費・道路費   

合         計   

 

５ 添付書類 

（１）経費支出総括表（別記第１号様式別紙２） 

 （２）施設整備工事代金等の請求書又は領収書の写し 

  （３）当該施設等の完成写真等及びテレビ受信映像の写真等 

 （４）市町村の検査調書の写し 
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６ 添付図面 

（１） 路線図 

（２） ブロックダイヤグラム 

（３） 受信点施設の概要図（施設付近の見取図及び施設の構造図の概略） 

（４） 無線共聴の場合は、ギャップフィラー装置の概要図（施設付近の見取図及び施設の構造

図の概略）
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第７号様式（第９条関係） 

                                             第      号 

                                      平成   年   月   日 

 

  高知県知事       様 

 

 

                                     市町村長          印   

 

 

平成  年度高知県共聴施設整備等事業費補助事業年度終了実績報告書 

 

平成 年 月 日付け     第  号で補助金の交付の決定通知がありました平成  年度

高知県共聴施設整備等事業費補助金に係る補助事業を下記のとおり実施しましたので、その実績を

報告します。 

 

記 

１ 補助事業の実施状況 

                                       （単位：円） 

区   分                 補助金交付額  概算払金額（累計） 補助金交付実績額 

補助対象経費    

市町村負担額    

県補助額    

 

 

２ 難視聴対策事業の実施状況 

事業主体名 

代表者氏名 

 

 

施設の設置場所  

工事施行業者名  

着  工  日  

完了予定日  

年度末の出来高  

(市町村が補助する場合) 

市町村検査確定日 
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３ 施設の利用見込み 

再放送するテレビ放送局名 
左のうち、家庭用アンテナでは、 

良好に受信できないテレビ放送局名 
受益戸数 

 

内有線受益戸数 

    

 

４ 難視聴対策事業費収支総括表 

                                       （単位：円） 

収    入 

 
交付決定年月日 

交 付 決 定 額 
収入予定額 

県補助額   

 予  算  額 実  績  額 

市町村補助(負担)額 

（県補助額を除く。） 
  

 

財 源 内 訳 

 

財 源 内 訳 

一 般 財 源   

過疎債（辺地債）   

合   計   

 

支         出 

経  費  区  分 計  画  額 実  績  額 

施 設 ・ 設 備 費   

用地取得費・道路費   

合         計   

 


